
京都市動物の愛護及び管理に関する不利益処分等取扱要綱 

 

令和６年１０月３０日制定 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号。以下

「法」という。）の規定に基づく業務停止命令、登録の取消し、許可の取消し及びその他

の命令、動物の飼養管理と愛護に関する条例（昭和４６年京都府条例第３０号。以下「府

条例」という。）の規定に基づく措置命令並びに京都市動物との共生に向けたマナー等に

関する条例（平成２７年京都市条例第７６号。以下「市条例」という。）の規定に基づく

措置命令及び過料処分について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、次項に定めるもののほか、法、府条例及び市

条例において使用する用語の例による。 

２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ 

ろによる。 

 ⑴ 業務停止命令 法第１９条第１項の規定に基づく第一種動物取扱業者に対する業務 

停止命令をいう。 

 ⑵ 登録の取消し 法第１９条第１項の規定に基づく第一種動物取扱業者に対する登録 

の取消しをいう。 

⑶ 許可の取消し 法第２９条の規定に基づく特定動物飼養者に対する特定動物の飼養 

又は保管許可の取消しをいう。 

⑷ 措置命令等 法第２２条の６、第２３条第４項（第２４条の４において準用する場 

合を含む。）、第２４条の２第２項、第２５条第３項若しくは第４項、第３２条、府条 

例第１０条又は市条例第１０条第２項の規定に基づく命令をいう。 

 ⑸ 過料処分 市条例第１４条、第１５条又は第１６条の規定に基づく過料処分をいう。 

 ⑹ 不利益処分 業務停止命令、登録の取消し、許可の取消し、措置命令等及び過料処 

分をいう。 

 

（処分基準） 

第３条 この要綱で定める不利益処分については、別表に定めるところにより行うものと 

する。 

２ 業務停止命令の期間は６月を上限とし、業務停止命令の原因となった違反行為の是正 

が認められる場合、当該業務停止命令を解除することができるものとする。 

３ 法第２３条第４項（法第２４条の４において準用する場合を含む。）の規定に基づく 

措置命令の期限は３月を上限とする。ただし、特別の事情がある場合は、この限りでは 

ない。 

４ 不利益処分の発出は、不利益処分の原因となった違反行為等の内容とは別の違反行為 



 等の内容に対する不利益処分及び動物の愛護及び管理に関する法律その他関係法令によ 

る指導等又は処分（過料処分を含む。）の実施を妨げない。 

 

（聴聞及び弁明の機会の付与） 

第４条 不利益処分を行おうとする場合にあっては、行政手続法（平成５年法律第８８号）、 

京都府行政手続条例（平成７年京都府条例第２号）又は京都市行政手続条例（平成８年京 

都市条例第１５号）の規定に基づき、次の各号の区分に従い、意見陳述のための手続を取 

るものとする。ただし、行政手続法第１３条第２項第１号から第３号まで、京都府行政手 

続条例第１３条第２項第１号から第５号まで又は京都市行政手続条例第１４条第２項第 

１号から第３号までのいずれかに該当する場合は、この限りではない。 

⑴ 聴聞 

 ア 登録の取消し 

 イ 許可の取消し 

 ウ その他市長が必要と認めるとき。 

⑵ 弁明の機会の付与 

  前号アからウまでのいずれにも該当しないとき。 

２ 前項に掲げる手続については、それぞれ次の各号に掲げる書面を用いる。 

 ⑴ 聴聞 京都市行政手続法及び京都市行政手続条例の施行に関する規則（平成８年京

都市規則第６０号）で定める書面 

 ⑵ 弁明の機会の付与 告知書及び弁明書 

 

（処分等の通知） 

第５条 業務停止命令及び措置命令等は、当該処分を受ける者に対し、命令書により通知

することで行う。 

２ 登録の取消し及び許可の取消しは、当該処分を受ける者に対し、取消通知書により通

知することで行う。 

３ 業務停止命令の解除は、当該解除を受ける者に対して、違反行為の内容の是正確認後

に発出する解除通知書により通知することで行う。 

４ 過料処分は、当該処分を受ける者に対して、過料処分通知書及び２０日以内の納期限

を定めた納入通知書により通知することで行う。 

 

（告発等） 

第６条 本要綱に基づく処分のほか、関係法令に定める罰則を適用する必要があると認め

たときは、捜査機関又は裁判所宛書面により告発等を行うものとする。 

 

（補足） 

第７条 この要綱の施行に関し必要な事項は保健福祉局医療衛生担当部長が定める。 

 

 



   附 則 

 この要綱は、令和６年１０月３０日から施行する。 



（別表）不利益処分等基準 

No. 根拠条文（括弧内は関係条文） 違反行為等の内容 予定する不利益処分等 

１ 法第１９条第１項第１号 

（法第１０条第１項及び第１３

条第１項） 

不正の手段により第一種動物取扱業者の登録を受け

たとき。 

法第１９条第１項登録の取消し 

２ 法第１９条第１項第２号又は第

３号 

（法第１２条第１項及び法施行

規則第３条第１項又は第２項） 

第一種動物取扱業者の動物の健康及び安全の保持そ

の他動物の適正な取り扱いに関し遵守すべき基準又

は飼養施設に関し遵守すべき基準の違反に対し、危

害の発生の防止又は適正な業務の確保を図るために

必要があると認められるとき。 

法第１９条第１項業務停止命令 

３ 法第１９条第１項第４号 

（法第１２条第１項及び法施行

規則第２条第３項） 

第一種動物取扱業者のうち犬猫等販売業者の幼齢の

犬猫等の健康及び安全の確保並びに犬猫等の終生飼

養に関し遵守すべき基準の違反に対し、危害の発生

の防止又は適正な業務の確保を図るために必要があ

ると認められるとき。 

法第１９条第１項業務停止命令 

４ 法第１９条第１項第５号 

（法第１２条第１項第１号、第２

号、第４号又は第５号の２から第

９号まで及び法施行規則第３条

第４項） 

第一種動物取扱業者が法第１２条第１項第１号、第

２号、第４号又は第５号の２から第９号までに該当

することとなったとき。 

 

法第１９条第１項登録の取消し 

５ 法第１９条第１項第６号 

（法第１４条第１項又は第２項） 

第一種動物取扱業者の虚偽の変更届出又は変更届出

の未提出に対して、必要があると認められるとき。 

法第１９条第１項業務停止命令 

６ 法第１９条第１項第６号 

 

第一種動物取扱業者の法若しくはこれに基づく命令

又は処分に対する違反について、必要があると認め

られるとき。 

法第１９条第１項業務停止命令 

７ 法第１９条第１項第６号 

（法第１４条第３項） 

犬猫等販売業廃止届出の未提出に対して、必要があ

ると認められるとき。 

法第１９条第１項登録の取消し 

８ 法第１９条第１項第６号 第一種動物取扱業者が、業務停止命令等の不利益処

分によって違反の状態が改善される見込みがなく、

危害発生のおそれがあり、また、業務を継続させるこ

とが不適当と認められるとき又は違反内容の改善に

ついての意欲がなく、業務上の安全確保の責任を持

ち得ず、業務を継続させることが不適当と認められ

るとき。 

法第１９条第１項登録の取消し 

９ 法第２２条の６ 犬猫等販売業者の所有する犬猫等に係る死亡の事実

の発生状況に照らして、検案書又は死亡診断書によ

る事実確認の必要があると認められるとき。 

法第２２条の６提出命令 

１０ 法第２３条第１項 

（法第２１条第１項又は第４項

（法第２４条の４において準用

する場合を含む。）） 

第一種動物取扱業者又は第二種動物取扱業者が、動

物の健康及び安全を保持するとともに生活環境の保

全上の支障が生ずることを防止するために遵守すべ

き基準違反に対し、危害の発生の防止又は適正な業

務の確保を図るために改善すべきことの勧告を受け

た者が、正当な理由なくその勧告に係る措置をとら

なかったとき。 

法第２３条第４項措置命令（法第

２４条の４において準用する場

合を含む。） 

１１ 法第２３条第２項 

（法第２１条の４） 

犬、猫その他法施行規則第８条の２第１項で定める

動物の販売を業として営む第一種動物取扱業者が、

動物の販売にあたって、あらかじめ当該動物を購入

しようとする者（第一種動物取扱業者を除く）に対

し、その事業所において、当該動物の現在の状態を見

せるとともに、対面により書面又は電磁記録を用い

て環境省令で定める適正な飼養又は保管のための必

要な情報を提供しておらず、適正な業務の確保を図

るために必要な措置をとるべきことの勧告を受けた

者が、正当な理由なくその勧告に係る措置をとらな

かったとき。 

法第２３条第４項措置命令 

１２ 

 

法第２３条第２項 

（法第２２条第３項） 

 

 

 

第一種動物取扱業者の動物取扱責任者に対する研修

受講義務の違反に対し、必要な措置をとるべきこと

の勧告を受けた者が、正当な理由なくその勧告に係

る措置をとらなかったとき。 

法第２３条第４項措置命令 



１３ 法第２３条第２項 

（法第２２条の５） 

 

 

犬猫等販売業者が、その繁殖を行った犬又は猫であ

って出生後５６日（法附則第２項で定める指定犬に

ついては４９日）を経過しない個体の販売のため又

は販売の用に供するための引渡し又は展示を行って

おり、動物の健康と安全の保持及び適正な業務の確

保を図るために必要な措置をとるべきことの勧告を

受けた者が、正当な理由なくその勧告に係る措置を

とらなかったとき。 

法第２３条第４項措置命令 

１４ 

 

法第２４条の２第１項 

 

第一種動物取扱業者であった者が、法第１３条第１

項若しくは第１６条第２項の規定により登録の効力

を失った又は第１９条第１項の規定により登録を取

消された日から２年の間に、動物の健康及び安全を

保持するとともに、生活環境の保全上の支障が生ず

ることを防止するために必要な勧告を受けたが、正

当な理由なくその勧告に係る措置をとらなかったと

き。 

法第２４条の２第２項措置命令 

１５ 法第２５条第２項（法施行規則第

１２条） 

動物の飼養、保管又は給餌若しくは給水に起因して、

周辺地域の住民（以下「周辺住民」という。）の日常

生活に著しい支障を及ぼしていると認められる事態

であって、かつ、当該支障が、複数の住民からの苦情

申し出等により、周辺住民の間で共通の認識となっ

ていると認められる事態又は周辺住民の日常生活に

特に著しい支障を及ぼしているものとして特別の事

情があると認められる事態があり、その事態を除去

するために必要な措置を採るべきことの勧告を受け

た者が、その勧告に係る措置をとらなかった場合に

おいて、生活環境の保全を図るために必要があると

認められるとき。 

法第２５条第３項措置命令 

１６ 法第２５条第４項（法施行規則第

１２条の２） 

動物の飼養又は保管が適正でないことに起因して動

物が衰弱する等の虐待を受けるおそれがある事態が

生じており、動物の健康と安全の確保のために必要

があると認められるとき。 

法第２５条第４項措置命令 

１７ 法第２７条第２項（第２８条第２

項において準用する場合を含

む。）又は第３１条 

特定動物の飼養若しくは保管の許可に際して付した

条件又は特定動物の飼養又は保管の方法に関する規

定に違反し、特定動物による人の生命、身体又は財産

に対する侵害の防止のため必要があると認められる

とき。 

法第３２条措置命令 

１８ 法第２９条第１号から第４号ま

で（法第２６条第１項、第２７条

第１項第２号又は第３号ハ） 

特定動物飼養者が、法第２９条各号に該当したとき。

ただし、法第２９条第２号に該当した場合は、かつ、

違反の状況が改善できる見込みがない又は特定動物

飼養者に改善の意思が認められないとき。 

法第２９条許可の取消し 

１９ 府条例第５条 

（府条例第９条第１項） 

飼い犬が、人の生命、身体又は財産に危害を加えた際

に、本市職員が行う立入調査の結果、危害の防止のた

めの措置が必要と認められるとき。 

府条例第１０条措置命令 

２０ 市条例第７条 多数の犬等の飼養等に係る届出をせず、又は虚偽の

届出をした者に対し、必要があると認められるとき。 

市条例第１６条 10,000 円以下の

過料処分 

２１ 市条例第８条第２項 飼い犬のふんの回収義務に違反した者に対し、必要

があると認められるとき。 

市条例第１５条 30,000 円以下の

過料処分 

２２ 市条例第１０条第１項 所有者等のない動物に対して不適切な方法で給餌が

行われ、周辺の住民の生活環境に支障が生じている

ため、勧告を受けた者が措置を採らず、かつ、当該支

障が、複数の住民からの苦情申し出等により、周辺住

民の間で共通の認識となっていると認められる事態

又は周辺住民の日常生活に特に著しい支障を及ぼし

ているものとして特別の事情があると認められる事

態があり、生活環境の保全を図るために必要がある

と認められるとき。 

 

市条例第１０条第２項措置命令 



 

２３ 市条例第１０条第１項 市条例第９条第２項の規定に基づく適切な給餌の方

法に関し市民等が遵守すべき基準に従わずに行われ

ている給餌に起因して周辺の住民の生活環境に支障

が生じているため、勧告を受けた者が措置を採らず、

かつ、当該支障が、複数の住民からの苦情申し出等に

より、周辺住民の間で共通の認識となっていると認

められる事態又は周辺住民の日常生活に特に著しい

支障を及ぼしているものとして特別の事情があると

認められる事態があり、生活環境の保全を図るため

に必要があると認められるとき。 

市条例第１０条第２項措置命令 

２４ 市条例第１０条第２項 市条例第１０条第２項の規定による命令に違反した

者に対し、必要があると認められるとき。 

市条例第１４条第１号 50,000 円

以下の過料処分 

２５ 市条例第１１条 所有者等又は所有者等のない動物に対して給餌を行

っている者その他の関係者が、市長が求める報告又

は資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料

の提出をした場合において、必要があると認められ

るとき。 

市条例第１４条第２号 50,000 円

以下の過料処分 

２６ 市条例第１２条 不適正な動物の取扱いが行われていると認められる

場所への本市職員による立入調査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は質問に対して陳述せず、若しくは虚

偽の陳述をした者に対し、必要があると認められる

とき。 

市条例第１４条第３号 50,000 円

以下の過料処分 


